
 



(第二面様式第一号（第一条及び第二条関係)

行動計画策定

指針の事項

妊娠中や出産後の女性労働者の健康の確保について、労働者に対する制度の周知や

情報提供及び相談体制の整備の実施

男性の子育て目的の休暇の取得促進

育児

育児休業を取得しやすく、職場復帰しやすい環境の整備として次のいずれか一つ以

上の措置の実施

(ア） 男性の育児休業取得を促進するための措置の実施

(イ） 育児休業に関する規定の整備、労働者の育児休業中における待遇及び育児休業後の
労働条件に関する事項についての周知

(ゥ） 育児休業期間中の代替要員の確保や業務内容、業務体制の見直し

(ェ） 育児休業をしている労働者の職業能力の開発及び向上のための情報提供

(才） 育児休業後における原職又は原職相当職への復帰のための業務内容や業務体制の
見直し

育児休業等を取得し、又は子育てを行う女性労働者が就業を継続し、活躍できるよう
にするための、次のいずれか一つ以上の取組の実施

(ア） 女性労働者に向けた取組

①若手の女性労働者を対象とした、出産及び子育てを経験して働き続けるキャリ

アイメージの形成を支援するための研修

ルモデルと女性労働者をマッチングさせ、当該労働者が働き続けて

いく上での悩みや心配事について相談に乗り助言するメンターとして継続的

に支援させる取組

③育児休業からの復職後又は子育て中の女性労働者を対象とした能力の向上の
ための取組又はキャリア形成を支援するためのカウンセリング等の取組

④従来、主として男性労働者が従事してきた職務に新たに女性労働者を積極的に
配置するための検証や女性労働者に対する研修等職域拡大に関する取組

⑤管理職の手前の職階にある女性労働者を対象とした、昇格意欲の喚起又は管理
職に必要なマネジメント能力等の付与のための研修

(イ） 管理職に向けた取組等
①企業トップ等による女性の活躍推進及び能力発揮に向けた職場風土の改革に

関する研修等の取組

②女性労働者の育成に関する管理職研修等の取組
③働き続けながら子育てを行う女性労働者がキャリア形成を進めていくために

必要な業務体制及び働き方の見直し等に関する管理職研修

④育児休業等を取得しても中長期的に処遇上の差を取り戻すことが可能となる
ような昇進基準及び人事評価制度の見直しに向けた取組

了-どもを育てる労働者が利用できる次のいずれか一つ以上の措置の実施
(ア） 三歳以上の子を養育する労働者に対する所定外労働の制限
(イ） 三歳以上の子を養育する労働者に対する短時間勤務制度
(ウ） フレックスタイム制度

(ェ） 始業.終業時刻の繰上げ又は繰下げの制度

子どもを育てる労働者が利用できる事業所内保育施設の設置及び運営

子どもを育てる労働者が子育てのためのサービスを利用する際に要する費用の援助の措置
の実施

労働者が子どもの看護のための休暇について、時間単位で取得できる等より利用しや
すい制度の導入

希望する労働者に対する職務や勤務地等の限定制度の実施

子育てを行う労働者の社宅への入居に関する配慮、子育てのために必要な費用の貸
付けの実施など子育てをしながら働く労働者に配慮した措置の実施

育児
準法に基づく産前産後休業など諸制度の周知

出産や子育てによる退職者についての再雇用制度の実施



(第四面）

(記栽要領）

1 . 「届出年月日」 （以下「届

出書J という。 ） を提出する年月日を記載すること。

2. 「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、主たる亊業、住所及び電話番号」欄は、 申

請を行う一般事業主の氏名又は名称、主たる事業、住所及び電話番号を記載すること。氏

名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主

が法人の場合にあっては、法人の名称、代表者の氏名、主たる事業、主たる事務所の所在

地及び電話番号を記載すること。代表者の氏名については、記名押印又は自筆による署名

のいずれかにより記載すること。電話番号については、主たる事務所の電話番号を記載す

3. 「一般事業主行動計画を（策定.変更） 」欄は、該当する文字を〇で囲むこと。

4. 「1
のいずれかの日において常時雇用する労働者の数、 うち有期契約労働者の数及び男女別労
働者の数を記載すること。

5 . 「2 . した日」

もに、策定又は変更した日を記載すること。

6. 「3. 変更した場合の変更内容」欄は、該当するものの番号を〇で囲むこと。

7. 「4 .一般事業主行動計画の計画期間」欄は、策定した一般事業主行動計画の計画期間の

初日及び末日の年月日を記載すること。

8. 「5 .規定整備の状況」欄は、該当する文字を〇で囲むこと。

9. 「6 .

主行動計画を「両立支援のひろば」等に公表した年月日又は公表を予定している年月日を

記載すること。

L0. 「7 .

①を〇で囲んだ場合は、括弧内の具体的方法を
だ場合は、①以外の公表の方法を記載すること。なお、 当該欄については、公表が義務で
ある事業主については、必ず記載すること。また、努力義務である事業主については、公

表を行っている場合に記載すること。

U. 「8.
み、④を 当該欄に
ついては、

る事業主については、周知を行っている場合に記載すること。

12. 「9 .次世代育成支援対策の内容」欄は、一般事業主行動計画の内容として定めた事項に
ついて、 _
農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省告示第号）において一般事業主行動計画
に盛り込むことが望ましいとされている事項を定めた場合は、その記号（
からス、 1の（2)のアから才又は2の（1)から （5) )を
定めた場合は1の（1)の「その他」 、 1の（2)の「その他」又は2の「その他」にそ
の概要を記載すること。変更届の場合は、変更後の一般事業主行動計画の内容として定め
られている項目の全てについて〇で囲み、又は記載すること。

13. 「10. 次世代育成支援対策推進法第13条に基づく認定（くるみん認定）の申請をする予
定」欄は、該当する文字を〇で囲むこと。

14. 「11.次世代育成支援対策推進法第15条の2に基づく特例認定（プラチナくるみん認定)
の申請をする予定」欄は、該当する文字を〇で囲むこと。

周知が義務である事業主については、必ず記載すること。また、努力義務であ

行動計画策定指針（平成年内閣府、国家公安委員会、文部科学省、厚生労働省、



(概要を記載すること）

所定外労働の削減のための措置の実施

年次有給休暇の取得の促進のための措置の実施

短時間正社員制度の導入

在宅勤務やテレワーク等の場所にとらわれない働き方の導入

職場優先の意識や固定的な性別役割分担意識の是正のための情報提供

(概要を記載すること）

託児室

の空き店舗等を活用した託児施設等各種の子育て支援サービスの場の提供

地域において了 P O等への労働者の参加

を支援するなど、 子ども

子どもが保護者である労働者の働いているところを実際に見ることができる f子ど

労働者が子どもとの交流の時間を確保し、家庭の教育力の向上を図るため、企業内

において家庭教育講座等を地域の教育委員会等と連携して開設する等の取組の実施

若年者に対するインターンシップ等の就業体験機会の提供、 トライアル雇用等を通じ

た雇入れ、適正な募集.採用機会の確保その他の雇用管理の改善又は職業訓練の推進

(概要を記載すること）
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令和元年 月 日

株式会社日光智光薬湯行動計画

職員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り、働きやすい雇用環境の整備を行うため、次のよう

に行動計画を策定する。

1.計画期間 令和元年12月1日

目標1.妊娠中の女性職員の母性健康管理についてのパンフレットを作成して職員に配布し、制度の周

知を図る。

《対策》

職員の具体的なニーズ調査、母性健康管理についての情報収集

制度に関するパンフレットの作成.配布、研修及び公的機関のパンフレットなどを

配布

目標2 .計画期間内の育児休業の取得率を次の水準以上にする。

男性職員 . .取得率を7 %以上にすること

女性職員 .取得率を80%以上にすること

《対策》

制度内容等についてパンフレットの回覧などにより職員に通知

育休取得への理解を深めるため職員への研修を実施

目標3 :育児休業等を取得しやすい環境作りのため、職員ミーテイングで研修を行う。

<対策>

參令和2年4月


